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当委員会の発足にあたり、北城

代表幹事は、「若手経営者がこう

いった問題を考えるべき」という

ご意見をお持ちでした。これを受

けて私も、副委員長6名をすべて

海外でのビジネス経験豊富な若手

会員にお願いしました。

この問題に取り組んで驚いたこ

とは、政府も政党も、各論はあっ

ても、外交・安全保障に関する総

合的で体系的な政策を持っていな

いことでした。総論がない中で、

各論を議論しても意味がないと考

えた我々は、外交・安全保障に関

する全体像を検討することにしま

した。その過程では大先輩の■

坂・福川両顧問に議論を深めるお

手伝いをしていただきました。

まず、日本の外交・安全保障を

構成する要素は何かを考えまし

た。我々は軍事力と非軍事力に大

海外経験豊富な若手経営者と
日本がめざすべき全体像を模索

国益と地球益を未来最適させる
外交・安全保障政策を推進せよ
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別し、相当数の委員会を開催し

各々を検討しました。そして、国

際関係の中で日本のプレゼンスを

高めていくためには、非軍事力の

部分で世界との差別化を図るべき

だという結論に達しました。

非軍事の分野で日本が国際貢献

を行おうとした場合、経済力は必

要条件であり、我が国の継続的な

経済成長は重要です。こうした分

野は我々経済人が貢献できる領域

ですが、そのためには戦略的な資

源調達、そして台頭するBRICs諸

国に負けないだけのスピードある

経営と技術革新が求められます。

その一方で、自国の利益のみを

追求するようでは、21世紀の先進

国の発想とは呼べません。「国益」

のみならず「地球益」にも配慮し

て、両者が未来にわたって最適化

していくような国際貢献を行って

いく必要があります。環境破壊や

省エネルギーの問題、災害や復興

における支援といった日本が得意

な分野に関しては、あらゆる国に

対して様々な貢献が可能です。そ

してこれらをマーケティング戦略

として全世界に向けて効果的にア

ピールしていくことが重要です。

外交・安全保障を政治家・官僚

任せにすることなく、我々経済人

を含めた民間が外交官として日本

の支持層を世界に広げるべきだと

思います。そのためには国際社会

に通用する人材育成や、グローバ

ル企業の海外拠点を大使館や情報

収集の機関として活用していくよ

うな「ALL JAPAN」での取り組

みが必要だと思います。

また、効果的な外交を展開する

ためには、各省庁を横断的に束ね

た、民間を交えた外交・安全保障

会議の設立が望まれます。

日本ならではの分野で世界に貢

献し、世界に必要とされる国を目

指すことが、外交・安全保障の礎

となるのではないでしょうか。
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